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７. 報告② −AHDB Dairy−

【報告者】
全国農業協同組合連合会 酪農部 乳製品第⼀課 課⻑ ⼭⽥ 博之
名古屋⼤学⼤学院 ⽣命農学研究科 准教授 ⽵下 広宣
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①要 約

 英国の⽣乳⽣産量は1,250万トン/年。約1万⼾の⽣産者。⽣乳⽣産は牧草地条件の良い⻄部に集中している。
 平均的な英国酪農家は⽣乳⽣産量は1,000トン/年、150頭/⼾であるが、実際の⽣乳⽣産は150頭/⼾以上の⼤型酪農家に

集中している。
 多くは通年搾乳であり、年間6か⽉放牧するのが平均的である。
 1974年を飼養頭数のピーク（350万頭）に漸減傾向となっており、現在は200万頭程度。⼀⽅、⽣乳⽣産量はほぼ14百

万トンを保っており、1頭あたりの泌乳量の増加がみられる。これは遺伝的な改良と飼養形態変更、飼養技術向上によ
る。

 酪農家⼾数は1966年の12万⼾が2014年には1万⼾を割り込むほど減少。対して1⼾当たりの飼養頭数は平均20頭/⼾から
150頭/⼾と⼤型化が進んだ。（酪農家1⼈が英国⺠4,200⼈を養っている。）

 乳質は近年は⾼タンパク傾向にあり、タンパク質3.33％、乳脂肪4.05％、体細胞数160千、総菌数26千となっている。
 使⽤⽤途は飲⽤向けが約50%、チーズ（チェダーが⼤半）が30％、粉乳類が10％となっている。
 Arla（デンマーク）とMuller（ドイツ）で全体の50％以上の乳を処理しており、英国籍の乳業の処理は少ない。（市場

競争に負けた）
 ⽜乳乳製品の販売は量販店中⼼となっており、圧倒的なシェアをTESCOが有している。次いでSainsburyʼs、ASDAと

なっている。協同組合での販売も検討しているが、近年ディスカウント店の台頭が⽬⽴つ。
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 ⽜乳の消費は増加傾向にあるが、PB商品がけん引している。
 ⽜乳の価格は40〜50ペンス/L（＝56〜70円/L）で5年前に⽐べ2割安となっている。主な消費は紅茶・コーヒーとシリア

ル向け。
 ヨーグルトの消費も増加傾向であるが、ラグジュアリ―タイプや低脂肪タイプから全乳タイプへ消費が移⾏している。

これは消費者の健康志向によるところが⼤きい。
 健康志向の消費者は、低糖や低脂肪といった特定の成分へこだわるのではなく、より⾃然（より⼿の加わっていない）

なものを求める傾向にある。
 チーズはチェダーが⼤半であり、熟成度に応じてマイルド→ミディアム→熟成→超熟成とタイプが分かれている。売れ

筋は熟成タイプ。主な⽤途はサンドィッチやパスタ等の料理向け。
 英国⺠にとって酪農は⾝近な産業であり、酪農⽣産減が⽣じた場合、何らかの措置を講じるべきとの意⾒が74％を占め

る。また最低でも⽣産コストのカバーはするべきとの意⾒が80％となっており、50％近い国⺠が10％の値上げを容認す
る考えである。

AHDB Dairyのウエールズ
酪農発展部⾨トップディ
リス・デイヴィーズ⽒。

午前中に視察した両牧場の経営者も交えてディスカッションを⾏った。
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②プレゼン資料
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③主要な議論

１．増えた舎飼い式農場

イギリスでは、年間1,000トン未満、飼養頭数150頭以下、6〜8か⽉放牧の酪農家が最も多い。その中で、ここ5年ほどある
構造変化が起こっている。それは、放牧時間ゼロの農場、いわゆる、舎飼い式農場の増加である。直近の割合で⾒ると、調査
した農場全体の5％が舎飼い式農場である。舎飼い式農場経営酪農家のほとんどは、⼤規模経営、飲⽤向け供給を採⽤し、そし
て、取引契約に際して強い交渉⼒を持つ。この交渉⼒は、集乳を⾏う乳業メーカーに集乳費⽤軽減をもたらす程の量の⽣産⼒
を酪農家が持つことで⽣まれている。また、この⼿の⽣産では、配合飼料が多く使⽤されているが、ここでも⼤量購⼊による
購⼊飼料単価軽減を実現し、飼料費⽤の抑制が図られている。

２．舎飼い式農場拡⼤に⽴ちはだかるのは？

さらなる規模拡⼤を⽬指す舎飼い式農場経営酪農家は少なくない。しかし、最近、⽜舎建築許可を得ることが難しくなって
きている。この背景にあるのは、⼟壌、⽔質への影響といった環境問題ではなく（そもそも⽜舎建築許可を得るにあたっては、
このような環境問題を引き起こさない施設でなければならない）、周辺住⺠対応とアニマルウェルフェアである。周辺住⺠は
⽜舎拡⼤に伴う臭気の悪化、交通量増加とそれに付随する騒⾳の悪化を懸念する。この懸念への対応が容易でなく、⽜舎拡⼤
の壁となっている。アニマルウェルフェアは、科学的⾒地に⽴てば、舎飼い式農場そのものが抱える問題ではないが、消費者
あるいは（消費者と直接対⾯する）⼩売店の考えるアニマルウェルフェアの概念にそぐわないことが問題となっている。
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３．MMB解体後の評価は？

MMBがあることで乳価が上昇しないと不満に思った⽣産者は⽣産者による市場コントロールを⽬指しMMB解体運動をした。
解体後2年間は乳価が上昇したが、その後リーマンショック等もあり乳価が下落した。MMB下で付加価値追求をしてこなかっ
た乳業は、⽣産効率追求による安売競争しかしてこなかった。そのためMMB解体後の乳製品国際相場の影響がストレートに乳
価に影響した。

⽣産者はMMB解体後、⽣産者組合を組織し、⽣産者資本の乳業を所有することで付加価値追求をするべきであったが、政府
による組合設⽴の規制が厳しく⼤きな組織を作ることができず、外資乳業による付加価値競争に対処できなかった。これも、
乳価下落の要因の⼀つになった。

４．フードチェーンにおいて最も弱いのは⽣産者

⽣乳は農畜産物の中でも特殊である。そのまま在庫することができず毎⽇の集荷・処理が必要である。しっかりと国でルー
ル化しなければすべての利益は量販店に吸い込まれてしまう。英国では乳価が下落し酪農家が抗議⾏動をとったことで、安売
りによる弊害に⼀般市⺠が気付いた。それにより⼤⼿量販店による⽣産者との直接契約という新たな取引形態が⽣まれたが、
結果として⽣産者がやらなければならない作業（記録、資料提出、勉強会出席等）が増加した。本来ならば⽣産者組織が⽣乳
を⼀元的に集荷販売するべきであった。

世界的に⾒ても⽣乳⽣産が伸びている国は⽣産者組織が強い。オランダ・ドイツ・ニュージーランド・北欧・アイルランド
を参考にしてほしい。失敗例はフランスやイギリスだ。
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④調査先の概要

 AHDB DAIRYはAgriculture and Horticulture Development Board(農業・園芸開発委員会）の6部⾨の⼀つで、2015年6
⽉にイギリスの酪農家出資によるシンクタンクDairyCoの後継組織として誕⽣した。

 英国の酪農家の課徴⾦(0.06ペンス/L）により運営される⾮営利団体で、酪農家に対し「濃厚飼料・粗飼料」「遺伝的改
良」「家畜繁殖」「家畜の健康・福祉」「経営技術と市場情報」に関する独⾃の学術情報を提供することにより、酪農
業の持続可能性を向上させることを⽬的としている。

 会員数9,500⼾（11,000⼈）、課徴⾦による年間予算は6.5千万ポンド。

ウェールズの酪農団体及び現地の主要な酪農家たちとの貴重な交流の場となった。
Wolfscastle country Hotelの会議室にて。




